
別記第１号様式（第４、第６、第９関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
農林事務所長　様
補助事業者　印　
平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業計画書の提出について
　岐阜県木質バイオマス利用施設導入促進事業実施要領第４の１の規定に基づく事業計画書を提出します。
記
１　事業（変更）計画書  　※別記第１号様式の別紙１を添付する
２　当初（変更）設計書
３　その他
別記第１号様式の別紙１（第４、第６、第９関係）
平成　　年度　木質バイオマス利用施設導入促進事業（変更）計画書
１　事業計画

（１）事業の目的

（２）事業概要
	事業主体
（住所）
	

	設置場所
	

	導入施設
	

	品名・規格
	別表のとおり

	事業量
	台

	事業費
	円

	出資金
	円

	補助残の

自己資金割合
	％

	着手・完了

（予定）年月日
	（着手）　　　　　　　　　　（完了）

　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	現在の保有数量
	台

	機種の選定理由
	

	木質燃料の種類
	

	燃料の調達先
	

	木質燃料利用量
	現状：　　ｔ／年　　（最近３ヵ年の平均値を記入）

（   m3／年）
将来：　　ｔ／年　　（整備後３年後の目標値を記入）

（   m3／年）

※算出根拠



	施設の管理運営
	

	森林・環境税を

利用したことの

ＰＲについて
	


（３）添付資料
　　・位置図、計画平面図、機械等詳細図
　　・現況写真、写真位置図
　　・事業費積算書（見積書、設計書等）　※原則、複数社
　　・法人にあっては施設運用計画、資金計画、財務分析表
　　・その他事業計画を説明するに必要な書類（カタログ等）
別表
型式規模
	設置場所
	導入施設及び

品名・規格
	事業量
	事業費
	補助事業に要する経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県

（円）
	市町村

（円）
	事業主体

（円）
	その他

（円）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※消費税仕入控除額が明らかな場合は備考欄に減額する額（内数）を記載し、仕入れに係る消費税等相当額集計表を添付すること。
別記第２号様式（第４、第８関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　補助事業者　様
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農林事務所長
平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業計画の（変更）承認について
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で申請のあった平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業計画を承認します。
記
　１　木質バイオマス利用施設導入促進事業計画
　　（１）補助事業者名：
　　（２）作成年度　　：平成　　年度
別記第３号様式（第４、第５、第８関係）
平成　　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業計画（変更）総括表
【農林事務所名：　　　　　　　】
	市町村

	事業主体
（住　所）

	設置場所

	導入施設

及び
品名・規格

	数量

	単位

	年間木質燃料利用量 （計画総括表のみ）

（　）書きで原木量を記載
	事業費
（千円）

	     　負担区分（千円）
	着手
（予定）

年月日
	完了

（予定）

年月日
	事業計画承認日年月日
（第 号）


	
	
	
	
	
	
	
	
	県補助金

	市町村費

	事業主体

	その他

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記第４号様式（第７関係）

　 第　　　　号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　
補助事業者　様
農林事務所長 
平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金
の交付決定について（通知）
  平成　年　月　日付け　第　　号で申請のあった平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、平成　年　月　日付けで申請（以下「申請書」という。）のあった木質バイオマス利用施設導入促進事業とし、その内容は申請書の記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　（総　　事　　業　　費　　　　　　　　　　　 　円）
補助金の額　　　　　　　　　　　　　円
３  補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、申請書記載のとおりとする。
４  補助事業者は、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）、清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱（平成２４年３月２３日付け環政第７３１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要綱」という。）、岐阜県木質バイオマス利用施設導入促進事業実施要領（平成２４年３月２３日付け県流第６６２号林政部長通知。以下「要領」という。）及びその他関係通知に従わなければならない。
５  補助金交付の条件は、前記４に定めるもののほか、次のとおりとする。
（１）　補助事業者は、補助事業に要する経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（２）　補助事業者は、補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（３）　補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。　
（４）　また、補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。　
（５）  補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類又は証拠物を補助事業終了の翌年度から起算して５年間整理保管しておかなければならない。
（６）　補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合は、これを減じて申請しなければならない。ただし、消費税相当額が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した各事業主体については、次の条件に従わなければならない。
    ア　補助事業者は、実績報告を行うに当たって、上記の各事業主体について当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
    イ　補助事業者は、実績報告の提出後に、消費税及び地方消費税の申告により上記の間接補助事業者について当該補助金に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記アにより減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
    ウ　イによる報告は、別記様式１により、実績報告を提出した年度の６月１５日までに行うものとする。ただし、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定していない場合には、翌年度の６月１５日までに報告するものとする。
（７）  知事は、補助事業者が知事の付した条件に違反した場合は、補助事業者に対して補助
金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
（様式１）

                                                　　    　　    　　　第　　　　号

                                                　　　　　　　 　 平成　年　月　日

                     様

補助事業者　印　
平成　　年度仕入に係る消費税等相当額報告書

  平成　  年　　月    日付け　　　第　　　号により交付決定通知があった平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金について、同通知の第５（６）の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．事業名　  木質バイオマス利用施設導入促進事業

２．岐阜県補助金等交付規則１４条に基づく確定額

                金　　　　　　　　　円

    （平成　　年　　月　　日付け　　第      号による額の確定通知額）

３．補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額

　              金　　　　　　　　　円

４．消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額

                金                  円

５．補助金返還相当額（３－２）

                金　　　　　　　　　円

  （注）１．別紙として、集計表を添付すること。

        ２．その他参考となる書類を添付すること。

別記第５号様式（第８関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　農林事務所長　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
軽微変更届（報告）
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業について、下記のとおり計画を変更したので、届出（報告）します。
記
	事業種目
	

	事業計画承認日

年月日(第 号)
	

	事業主体
	

	変更内容

	

	変更理由

	

	変更事業計画書

	別添のとおり



別記第６号様式（第８、第１６関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
                                        　　                平成　　年　　月　　日
　　農林事務所長　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
災害報告書
（要領第８の場合）
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業実施中において、下記のとおり災害を受けたので報告します。
（要領第１６の場合）
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業により取得した（又は効用の増加した）補助対象資産（以下、「施設等」という。）が、災害（例　○○地震）により被災し、補助事業等の継続が困難となったので、報告いたします。
　なお、貴職から、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）に基づく指示があった場合には、その指示に従うことといたします。
記
１　被災施設等の概要
（１）補助事業目及び実施年度
（２）事業実施主体名
（３）施設等の名称
（４）施設等の所在地
（５）施設等の構造及び規格、規模等
（６）総事業費（うち国庫補助金等）
２　被災の概要
（１）災害の原因
年　月　日（○○地震による被災）
      （○○気象台調べ　○○時○○分）
（２）被災の程度
施設等の破損（建物の○○が○○）
被害見積価格
施設等の復旧が不可能との判断した理由等
（事業実施主体の申請理由等）
（補助事業者の判断等）
（３）被災施設の収支等
施設等の取壊し等の概算経費
処分に係る収益等の見積額（損失保証金を含む。）
３　その他
［添付書類］
　１　財産管理台帳の写し
　２　被災状況の写真
　３　その他災害の原因、被災状況等について必要な書類
別記第７号様式（第９関係）

第　　　　号　
平成　　年　　月　　日　
農林事務所長　様
補助事業者　印
　　
平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金変更交付申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　　　号で補助金の交付決定のあった標記補助金について下記のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　事　　業　　名　　  木質バイオマス利用施設導入促進事業
２　変更交付申請額
	前 回 決 定 内 容
	増　　　　　減
	今 回 申 請 内 容
	備　考


	 補助事業に
 要する経費
 又は事業量
	補助金額

	 補助事業に
 要する経費
 又は事業量
	補助金額

	 補助事業に
 要する経費
 又は事業量
	補助金額

	

	
	
	
	
	
	
	


３　添　付　書　類    変更理由書
                      変更事業計画書　※要領第１号様式に変更前の数字を(　)書き
　　　　　　　　　　　変更収支予算書　※要綱第２号様式に変更前の数字を（　）書き
別記第８号様式（第１０関係）

　　　　 第　　　　号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　様
農林事務所長
平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金
の交付決定の変更について（通知）
  平成　年　月　日付け　第　　号で申請のあった平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の変更交付申請については、申請のとおりこれを承認し岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、平成　年　月　日付け　第　　号による交付決定の一部を下記のとおり変更しましたので同規則第７条の規定により通知します。
記
１　変更の対象となった事業内容は当該変更申請書記載のとおりとし、その他については、　　平成　年　月　日付け　　第　　　号による交付決定通知のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金額は次のとおりとする。
　　　　事　　　 業 　　 名　 　木質バイオマス利用施設導入促進事業
　　　　補助事業に要する経費　　金　　　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　金　　　　　　　　　　　　円
別記第９号様式（第１１関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　農林事務所長　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
補助金交付決定前着手届（報告）
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、別記誓約条項を付して届出（報告）します。
記
	事業種目
	

	事業計画承認日

年月日(第 号)
	

	事業主体
	

	着手予定年月日
	　平成　　年　　月　　日

	完了予定年月日
	　平成　　年　　月　　日

	補助金交付決定前
着手の理由

	


 誓約条項
１　補助金交付決定を受けるまでの期間に天災、地変等の事由によって実施した事業に損失　　を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担する。
２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議がない。
３　当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画の重要
　変更は行わない。
（注）「届」は市町村が実施主体の場合に、「報告」は学校法人等が事業主体であって、そ
　　 の届を受けた市町村長から所長へ提出する場合に使い分けること。
別記第１０号様式（第１１、第１２関係）
第        号　　
平成　　年    月    日　　
農林事務所長　様
                                                　　　　　　　　  補助事業者　印
           平成    年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業（着手・完了）届
      年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付決定のあった標記事業については、
次のとおり（着手・完了） しましたので、報告します。
                                        記
	事業種目
	

	事業計画承認日

年月日(第 号)
	

	事業主体
	

	着  手  年  月  日
	

	完了（予定）年月日
	

	工　事　施　工　者
	

	事      業      量
	

	事      業      費
	                               円


別記第１１号様式（第１３関係）
平成　　年度　木質バイオマス利用施設導入促進事業実績書
１　事業計画

（１）事業の目的

（２）事業概要
	事業主体

（住所）
	

	設置場所
	

	導入施設
	

	品名・規格
	別表のとおり

	事業量
	台

	事業費
	円

	出資金
	円

	補助残の

自己資金割合
	％

	着手・完了

年月日
	（着手）　　　　　　　　　　（完了）

　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	現在の保有数量
	台

	機種の選定理由
	

	木質燃料の種類
	

	燃料の調達先
	

	木質燃料利用量
	現状：　　ｔ／年　　（最近３ヵ年の平均値を記入）

（   m3／年）
将来：　　ｔ／年　　（整備後３年後の目標値を記入）

（   m3／年）

※算出根拠



	施設の管理運営
	

	森林・環境税を

利用したことの

ＰＲについて
	


（３）添付資料
　　・完成写真

別表
型式規模

	設置場所
	導入施設及び

品名・規格
	事業量
	事業費
	補助事業に要した経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県

（円）
	市町村

（円）
	事業主体

（円）
	その他

（円）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※消費税仕入控除額が明らかな場合は備考欄に減額する額（内数）を記載し、仕入れに係る消費税等相当額集計表を添付すること。

別記第１２号様式（第１４関係）

                                                         　　　　　第　　　　号　
  　　　　　　　                                            平成　　年　　月　　日　
  　補助事業者　様
　　　　　　                                        　　　　　　　　  農林事務所長
平成　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業の額の確定について（通知）
  平成　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した平成　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記のとおり確定したので通知します。
記
１　事　 業 　名　　木質バイオマス利用施設導入促進事業
２　確定補助金額　　金　　　　　　　　　円
別記第１３号様式（第１５関係）
平成　　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業実績総括表
【農林事務所名：　　　　　　　】
	市町村

	事業主体
（住　所）

	設置場所

	導入施設

及び

品名・規格

	数量

	単位

	年間木質燃料利用量

（　）書きで原木量を記載
	事業費
（千円）

	     　負担区分（千円）
	着手

年月日
	完了

年月日
	事業計画承認日年月日
（第 号）


	
	
	
	
	
	
	
	
	県補助金

	市町村費

	事業主体

	その他

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記第１４号様式（第１５関係）

                                                         　　　　　第　　　　号　
  　　　　　　　                                          平成　　年　　月　　日　
農林事務所長　様
補助事業者　印
木質バイオマス利用施設導入促進事業の実績状況報告について
  このことについて、木質バイオマス利用施設導入促進事業実施要領第１５に基づき報告します。
                                       記
１　事業実施年度　　平成　　年度　　　　　　　　　　　
２　事業計画に対する達成状況
  （１）年間の木質燃料利用量（ｔ）
　【設置場所：　　　　　　　　】
	 項　　目

	  現状値
(計画承認時)
	平成　年度
（導入年度）
	平成　年度
（１年目）
	平成　年度
（２年目）
	平成　年度
（３年目）

	計 画 量
（ｔ）
	
	
	
	
	

	実 績 量
（ｔ）
	
	
	
	
	

	木質燃料の種類
	
	
	
	
	

	燃料の調達先
	
	
	
	
	


注　設置場所ごとに表を作成すること。
　注　燃料の調達量及び調達先が確認できる書類等を添付すること。
別記第１５号様式（第１７関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　岐阜県知事　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
施設の移転（増築・改築・模様替え）協議（報告）書
　平成　　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業により取得した施設について、下記のとおり増築・改築・模様替えしたので協議（報告）します。
記
１　事業主体（管理主体）
２　増築・改築・模様替えの理由
３　増築・改築・模様替えの内容
（１）取得機械施設
	取得
年月日

	事業
種目

	設置場所
（住所）

	事業内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）増築・改築・模様替え機械施設
	増築・改築・模様替えの時期

	設置場所
（住所）

	事業内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）増築・改築・模様替え前後の写真、平面図、位置図等を添付のこと。
　　　備考欄には耐用年数等を記入のこと。

別記第１６号様式（第１７関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　岐阜県知事　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
財産処分承認申請書（報告書）
　平成　　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準第3条第1項の規定により、承認申請（報告）します。
記
１　処分の理由及び今後の利用方法等
　（１）処分を行う理由
　（２）今後の利用方法（処分区分）
        （注）今後の利用方法等、具体的に記述すること。
　（３）処分に対する補助事業者の意見（間接補助事業等の場合に限る）
２　処分の対象財産
　（１）事業実施主体
　（２）財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量
　（３）事業費、補助金額、補助率
　（４）耐用年数（処分制限期間）、経過年数
　（５）現況図面又は写真（添付）
３　処分予定年月日
４　その他参考資料
　（注1）財産処分により収益が見込まれる場合には、収益の内容がわかる資料を添付するこ　　　　　と。
  （注２）処分区分の欄に掲げる「目的外使用」、「補助事業を中止する場合」で、損失補償　　　　　金を受ける場合には、次のいずれかの資料を添付すること。
          ①補償契約書等の写し
          ②取壊し等の工事概要、事業費（予定）
  （注３）処分区分の欄に掲げる「譲渡」、「有償」を記載すること。
（参考）
（１）取得機械施設等
	取得
年月日

	事業
種目

	事業内容
	事業費
（千円）

	県補助金額
（千円）

	 備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）処分計画
	処分
内容

	処分
予定
年月日

	処分の 
相手先

	処分に係る事業内容
	処分に
係る事
業費
（千円）
	処分
価格
（千円）
	残存
価格
（千円）
	備考


	
	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）処分内容は、目的外使用（補助事業の中止、取り壊し）、譲渡、交換、貸付、担保等
　　　に分けて記載すること。
（３）代替施設計画
	設置予定年月日

	事業
実施
主体

	設備内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（注）本表は、処分するに当たり代替施設を設置する場合のみ用いること。
（注）添付書類は、見積書の写し、処分前後の写真、財産台帳簿の写し、理事会等の議事録、　　位置図、平面図など処分したことがわかる書類等を添付のこと。
別記第１７－１号様式（第１７関係）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　岐阜県知事　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
長期利用財産処分報告書（承認申請書）
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準第４条第１項（第２項）の規定により、報告します。（承認申請します）
記
１　処分の理由及び今後の利用方法等
　（１）処分を行う理由
　（２）今後の利用方法（処分区分）
        （注）今後の利用方法等、具体的に記述すること。
　
２　処分の対象財産
　（１）財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量
　（２）事業費、補助金額、補助率
　（３）耐用年数（処分制限期間）、経過年数
　（４）現況図面又は写真（添付）
３　当該補助対象財産等に係る行政需要への対応状況等
    別添「行政需要対応状況届」の記載のとおり
４　処分予定年月日
５　その他参考資料
　（注1）当該補助対象財産と同等の機能を有する他の財産の確保が見込まれる場合には、　　　　その内容について上記２（１）から（４）までに準ずる内容がわかる資料を添付するこ　　　　と。
  （注２）市町村合併に伴う財産処分である場合には、その内容等がわかる資料を添付するこ　　　　と。
  （注３）議会の承認、条例の改正等が必要な場合又は関係法令等により財産処分に関係省庁　　　　の許認可等が必要である場合は、その手続きの内容とスケジュール等がわかる資料を　　　　添付すること。
  （注４）財産処分により収益が見込まれる場合には、収益の内容がわかる資料を添付するこ　　　　　と。
（別添）
行政需要対応状況届
１．当該補助対象財産の最近３年間の利用状況
	補助対象財産の名称
	当初の利用計画
	 最近３年間の利用状況

	
	
	平成　年度
	 平成　年度
	平成　年度

	
	
	
	
	


２．当該補助対象財産に係る利用者等の展望
３．当該補助対象財産と同種の財産の整備状況
	同種の財産の名称
	所在地
	 取得年月日
	　備　　　考

	
	
	
	


４．当該補助事業等に関連する他の補助事業等の申請状況
（ア）過去５年間の農林水産関係の補助事業等の申請状況（申請中のものを含む）
	補助事業等の名称
	補助対象財産の名称
	取得年月日
	  備　　　考

	
	
	
	


（注）申請中の場合は、補助対象財産の名称及び取得年月日は、予定を記入すること。
（イ）農林水産関係の補助事業等の当面の申請予定（計画中のものすべてを記入）
	補助事業等の名称
	財産の名称
	申請予定年度（予定額）
	  備　　　考

	
	
	
	


（参考）
（１）取得機械施設等
	取得
年月日

	事業
種目

	事業内容
	事業費
（千円）

	県補助金額
（千円）

	 備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）処分計画
	処分
内容

	処分
予定
年月日

	処分の 
相手先

	処分に係る事業内容
	処分に
係る事
業費
（千円）
	処分
価格
（千円）
	残存
価格
（千円）
	備考


	
	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）処分内容は、目的外使用（補助事業の中止、取り壊し）、譲渡、交換、貸付、担保等
　　　に分けて記載すること。
（３）代替施設計画
	設置予定年月日

	事業
実施
主体

	設備内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（注）本表は、処分するに当たり代替施設を設置する場合のみ用いること。
（注）添付書類は、見積書の写し、処分前後の写真、財産台帳簿の写し、理事会等の議事録、　　位置図、平面図など処分したことがわかる書類等を添付のこと。
別記第１７－２号様式（第１７関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　岐阜県知事　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
長期利用財産処分報告書（承認申請書）
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準第５条第１項第１号（第２号）の規定により、報告いたします。（承認申請します。）
記
１　処分の理由及び今後の利用方法等
　（１）処分を行う理由
　（２）今後の利用方法（処分区分）
        （注）今後の利用方法等、具体的に記述すること。
  （３）処分に対する補助事業者の意見（間接補助事業等の場合に限る）
２　処分の対象財産
　（１）事業実施主体
　（２）財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量
　（３）事業費、補助金額、補助率
　（４）耐用年数（処分制限期間）、経過年数
　（５）現況図面又は写真（添付）
３　当該補助対象財産等に係る行政需要への対応状況等
    別添「行政需要対応状況届」の記載のとおり
４　処分予定年月日
５　その他参考資料
　（注１）当該補助対象財産と同等の機能を有する他の財産を新たに確保し、補助事業を継続　　　　　する場合には、その機能について、上記２の（１）から（５）までに準ずる内容が　　　　　わかる資料を添付すること。
  （注２）財産処分により収益が見込まれる場合には、収益の内容がわかる資料を添付するこ　　　　　と。
（別添）
行政需要対応状況届
１．当該補助対象財産の最近３年間の利用状況
	補助対象財産の名称
	当初の利用計画
	 最近３年間の利用状況

	
	
	平成　年度
	 平成　年度
	平成　年度

	
	
	
	
	


２．当該補助対象財産に係る利用者等の展望
３．当該補助対象財産と同種の財産の整備状況
	同種の財産の名称
	所在地
	 取得年月日
	　備　　　考

	
	
	
	


４．当該補助事業等に関連する他の補助事業等の申請状況
（ア）過去５年間の農林水産関係の補助事業等の申請状況（申請中のものを含む）
	補助事業等の名称
	補助対象財産の名称
	取得年月日
	  備　　　考

	
	
	
	


（注）申請中の場合は、補助対象財産の名称及び取得年月日は、予定を記入すること。
（イ）農林水産関係の補助事業等の当面の申請予定（計画中のものすべてを記入）
	補助事業等の名称
	財産の名称
	申請予定年度（予定額）
	  備　　　考

	
	
	
	


（参考）
（１）取得機械施設等
	取得
年月日

	事業
種目

	事業内容
	事業費
（千円）

	県補助金額
（千円）

	 備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）処分計画
	処分
内容

	処分
予定
年月日

	処分の 
相手先

	処分に係る事業内容
	処分に
係る事
業費
（千円）
	処分
価格
（千円）
	残存
価格
（千円）
	備考


	
	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）処分内容は、目的外使用（補助事業の中止、取り壊し）、譲渡、交換、貸付、担保等
　　　に分けて記載すること。
（３）代替施設計画
	設置予定年月日

	事業
実施
主体

	設備内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（注）本表は、処分するに当たり代替施設を設置する場合のみ用いること。
（注）添付書類は、見積書の写し、処分前後の写真、財産台帳簿の写し、理事会等の議事録、　　位置図、平面図など処分したことがわかる書類等を添付のこと。
別記第１７－３号様式（第１７関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
                                                        平成　　年　　月　　日　
　　岐阜県知事　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　印
利用困難財産処分承認申請書
　平成　年度木質バイオマス利用施設導入促進事業により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準第６条第１項の規定により、承認申請します。
記
１　処分の理由
　（１）社会経済情勢の変化等の事情
（注）社会経済情勢の変化等により当初の補助目的に従った利用計画が困難となっている事情を、以下の事項により具体的に記述すること。
（ア）補助事業等の開始時には予見できなかった社会経済情勢の変化
（イ）当初の補助目的に従った利用が困難となっている現在の事情
（ウ）「補助事業等により取得し、又は効用が増加した財産の処分等の承認基準について」（平成２０年５月２３日付け２０経第３８５号大臣官房経理課長通知。以下「２０年承認基準通知」という。）の第６条第２項各号のいずれかに該当する場合は、それぞれの状況等
　（２）処分を行う理由
        （注）近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変　　　　　　化に対応するため、又既存ストックを効率的に活用した地域活性化を図るための　　　　　　ものであることを具体的に記述する。
  （３）処分に対する補助事業者の意見（間接補助事業等の場合に限る）
２　処分の対象施設
　（１）施設の名称、補助事業名、所在、型式、数量
　（２）事業実施主体
　（３）事業費、補助金額、補助率
　（４）耐用年数（処分制限期間）、経過年数
　（５）現況図面又は写真（添付）
３　処分の方法（処分区分）
    （注）処分の態様を具体的に記述するほか、２０年承認基準通知の別紙４の処分区分の欄　　　　に掲げる内容のうちいずれに該当するか記述すること。
　　　　　農林水産業省が現在実施している補助事業等で取得可能な補助対象施設（以下「農　　　　林水産業施設」という）として利用又は譲渡する場合には、現在実施している補助事　　　　業名を記述すること。
４　要件の適合等について
（注）（１）別紙４の（注２）に関する要件を満たしていることについて、具体的に記述する　　　　　　こと。
　　 （２）別紙４（注１）及び（注３）の条件が必要となる場合にあっては、変更後の利用　　　　　計画等を添付すること。
     （３）農林水産業施設以外の施設として利用又は取り壊し等を行う場合であって、他　　　　　　の施設に機能を移転する場合は、以下によることとする。
　　　　（ア）機能が移転されることを示す記述又は資料を添付すること。
　　　　（イ）以下の要件を満たしていることについて、具体的に記述すること。
　　　　　　①当該施設を現状のまま維持し続けた場合は、経済的負担の発生が見込まれるこ　　　　　　　と。（可能な限り定量的に記述すること。）
            ②当該施設を他の農林水産業施設として利用することが、困難であること。
            ③当該施設（取り壊しの場合はその後利利用を含む）が、農林水産業の振興を通　　　　　　　じた地域活性化又は公益の増進に資するものであること。
　　　　　　④補助事業で整備した施設に機能を移転する場合には、当該機能移転先施設にお　　　　　　　ける補助事業の遂行に支障を来さないこと。（必要な資料を添付すること。）
５　納付金額（予定額）
  （注）処分区分の場合ごとに、取扱いの欄に掲げる算定方法で計算される額を記入すること。　　　その際、算定に用いた残存簿価（又は時価評価額）、譲渡契約額等も、その根拠となる　　　資料を添付して記述すること。
　　　　また、取り壊し等に要する費用を超える収入（公共事業に係る損失補償を含む。）が　　　あった場合は、取り壊し等の工事概要、事業費（予定）、収入額（予定）等を、その根　　　拠となる資料を添付して記述すること。
６　同種の補助事業の申請について
　（注）財産処分の申請者及び譲渡先の者による同種の補助事業の申請実績、及び当面の申請　　　予定の有無を記述すること。
　　
　
